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要旨：マスコンクリートの温度ひび割れ制御において，発生するひび割れ幅の予測は，制御計画を定めるう

えで重要な項目であり，その予測精度向上は合理的設計のためにも必要となる。現在一般的に用いられてい

る温度ひび割れ幅の予測式は，既往の研究成果から鉄筋比とひび割れ指数の関数として提案されているが，

同じ鉄筋比であっても壁厚が大きい場合は鉄筋が分散して配置されるためひび割れ幅がばらつくことが知ら

れている。本論文では，予測式の基となった研究で対象としていない，部材厚が大きい構造物(壁厚 4m)を対

象に温度応力の計測およびフィッティング解析を実施し，発生したひび割れとの関係を考察した。 
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1. はじめに 

マスコンクリートの温度ひび割れ制御は，コンクリー

ト構造物の耐久性を確保するうえで検討すべき項目の一

つであると言える。そのため，わが国では 1986 年に「マ

スコンクリートのひび割れ制御指針」が発刊され，その

後，温度ひび割れ制御に関わる計画，設計，材料，施工

技術が目覚ましく進歩したことを受け，改訂版の「マス

コンクリートのひび割れ制御指針 2008（以下，2008 指

針）」が発刊された。また，2016 年には，制御の考え方

や手順は 2008 指針を踏襲し，最新の情報，技術を取り入

れた改訂版（以下，2016 指針）が発刊された。 

2016 指針では，既設構造物から底面で連続的に拘束を

受け，内部拘束，乾燥の影響を受けた壁状構造モデルに

関する既往の研究成果に基づいて，最小の温度ひび割れ

指数を要因とする最大ひび割れ幅の式を式（1）として定

式化しており 1），これは 2008 指針での式（2）から改訂

されている 2）。 
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ここで，wcal および wc ：温度ひび割れ幅の予測値，p：

鉄筋比，Icr：温度ひび割れ指数，γa：温度ひび割れ幅を

評価するための安全係数 

式（1），（2）について，基となった研究成果は同じも

ので，2008 指針は壁厚 30cm および 1m の試験体を対象

に予測式を提示していたが，文献 3）によれば，最大ひ

び割れ幅は，鉄筋比が同じであってもひび割れの分散に

依存し，ひび割れの分散は鉄筋径や部材厚に依存するこ

とは知られているため，特に鉄筋比が小さい場合のひび

割れ幅のばらつきを安全側に評価するため，2016 指針で

は鉄筋比が小さい場合は部材厚 1m の試験体のみのデー

タで予測式を再構築したとされている。 

この改訂の経緯ように，同じ鉄筋比であっても部材厚

が異なれば鉄筋間隔が異なるため，発生する温度ひび割

れの幅は変化する可能性がある。また，この式で使用さ

れる Icrは，解析により概ね部材内部で算出される最小の

温度ひび割れ指数を示しているが，部材厚が既往の研究

成果（壁厚 30cm および 1m）から逸脱した場合は，部材

表面に出現するひび割れの幅と内部のひび割れ指数と

の関係は変化する可能性がある。部材厚が大きい場合は，

外部拘束が卓越する構造物であっても，内部拘束の影響

も大きく受け，図- 1 に示すように内部温度の低下とと

もに部材表面には圧縮応力が作用することも考慮に入

れる必要がある。これらのことを検証するため，本論文

では，部材厚の大きなマスコンクリート部材に対して，

温度応力の計測を実施し，その結果の考察を行った。 

 
図- 1 内部拘束により発生する応力の時間変化 4） 
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W C S1 S2 G1 G2

1リフト 30-12-25N 42.7 165 386 364 358 1031 -

2リフト 30-12-20N 44.0 170 386 740 - - 1019
5.5

W/C
(%)

空気量
(%)

単位量(kg/m3)呼び方部位

2. 計測概要 

2.1 計測対象ならびに計器設置位置 

計測は東北地方に建設中の橋脚の 1 リフト，および 2

リフトを対象とした。計測対象の構造図および計測対象

の打設日，脱型日，リフト高さを図- 2 に示す。計測項

目は温度，ひずみ，無応力ひずみ，有効応力とし，平面

的には図- 3のように計器を配置し，この橋脚を壁厚 4m，

延長 5.4m の壁状構造物とみなして，東西方向の応力，

ひずみを計測した。部材中心には有効応力計，無応力計，

ひずみ計を設置し，部材表面（表面から 250mm 程度）

には北面に有効応力計，ひずみ計を設置し，南面にはひ

ずみ計を設置した。ダミー鉄筋は凝結始発時間の判定の

ため配置した。なお，南面はひずみのみの計測を行い，

コンクリート標準示方書で定められた湿潤養生期間まで

養生シートによる養生を行い，その後，シートは撤去し

た。一方で，北面では有効応力計の計器内部に詰められ

たコンクリートが乾燥の影響を受けにくく，近傍のひず

みの計測も同様の条件で行う必要があると考え，脱型後

も北面全面は養生シートで封緘養生した。 

計器の配置は図- 3 の通りとし，設置高さは事前解析

で中心のひび割れ指数が最小となる高さ（各リフト下端

から 500mm の高さ）および温度が最高となり，かつ，

表面の有効応力計位置で最終的に圧縮力が作用する高さ

（1 リフト：下端から 2500mm，2 リフト：下端から 2,000 

mm）とした。 

2.2 使用材料，配合 

使用材料を表- 1 に，配合表を表- 2 に示す。使用材

料の違いによる影響を確認するため，1 リフトには粗骨

材に川砂利を使用した配合を，2 リフトには粗骨材に石

灰砕石を使用した配合を打ち込んだ。なお，当該現場は

厳しい凍害環境にあることから，国土交通省東北地方整

備局の「東北地方における凍害対策に関する参考資料（案 

 

表- 1 使用材料 

種類 記号 品質

セメント C
普通ポルトランドセメント

密度3.16g/cm3

S1
石灰砕砂　粗粒率2.80

表乾密度2.67g/cm3　吸水率0.97％

S2
川砂　粗粒率2.95

表乾密度2.62g/cm3　吸水率2.72％

G1
川砂利　粗粒率6.95

表乾密度2.66g/cm3　吸水率1.35％

G2
石灰砕石　粗粒率6.65　実積率59.0％

表乾密度2.70g/cm3　吸水率0.45％

細骨材

粗骨材

 

1ロット6500mm
10/24打設
11/1脱型

2ロット6000mm
11/6打設
11/10脱型

計器設置位置

h=500

h=2000

h=500

h=2500

北

 
図- 2 計測対象 
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図- 3 計器設置位置(平面図) 

 

）」を参考に，設計空気量を 5.5％と大きくしている。 

2.3 室内試験 

フィッティング解析時の諸物性値把握のため，室内試

験で使用配合の圧縮強度(JIS A 1108)，割裂引張強度(JIS A 

1113)，ヤング係数およびポアソン比(JIS A 1149)，自己収

縮(JCI-SQA4)の試験を行った。圧縮強度，割裂引張強度，

ヤング係数およびポアソン比は材齢 3，7，28 日で試験を

実施し，圧縮強度は材齢との関係を Goral 曲線による近

似し，解析では有効材齢で強度発現する入力とした。割

裂引張強度，ヤング係数は圧縮強度との関係を累乗近似

し，その係数を解析に用いることと

した。ポアソン比は 3 材齢での試験

結果を平均した値を解析に入力した。

自己収縮は埋込みひずみ計による連

続計測を行い，有効材齢とひずみの 

表- 2 配合表 
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図- 4 圧縮強度試験結果 
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図- 5 割裂引張強度試験結果 

y = 11.545x0.2495

ポアソン比0.19

y = 14.998x0.231

ポアソン比0.25

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0 10 20 30 40 50

ヤ
ン
グ
係

数
(k
N
/m

m
2
)

圧縮強度(N/mm2)

1リフト

2リフト

 
図- 6 ヤング係数およびポアソン比試験結果 
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図- 7 自己収縮試験結果 

 

関係を解析に入力した。室内試験の試験結果を図- 4～図

- 7に示す。 

 

3. 計測結果およびフィッティング解析結果 

3.1 温度計測結果および温度フィッティング解析結果 

温度の計測結果および温度フィッティング解析の結 
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図- 8 温度計測結果および温度フィッティング解析結

果(1 リフト) 
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図- 9 温度計測結果および温度フィッティング解析結

果(2 リフト) 

 

果を図- 8，図- 9に示す。フィッティング解析では断熱

温度上昇特性値，熱物性値は 2016 指針の標準値をそのま

ま使用した。熱伝達境界の設定については，外気温は実

測値を使用し，熱伝達率については，合板の標準値は

8W/m2℃であるが，これは厚さ 12mm の合板を想定した

数値であり，今回使用した合板は厚さ 18mm であること

から，コンクリート標準示方書の式（3）5)を参考に

6.6W/m2℃を使用した。 

1
1 Fi

Fi

d


 




       （3） 

ここで，η：修正熱伝達率(W/m2℃)，β：外気に触れ

る面の熱伝達率(W/m2℃)，dFi：養生材の厚さ(m)，λFi：

養生材の熱伝導率(W/m℃) 

また，文献 5）によれば，露出面の熱伝達率は風速 2

～3m/s の場合に 12～14W/m2℃であり，風速 1m/s 当り 2.3

～4.6W/m2℃程度増加するとされている。1 リフトは下端

から高さ 2.5m の位置までは，周囲に土留めがある中に

施工されており，その範囲は通風がない(風速 0m/s)こと

から，文献 5）の風速による増加分を逆に引くことで，

この範囲の露出面の熱伝達率は 4.4W/m2℃と設定した。 

上記の設定により，温度フィッティング解析結果は計

測結果と温度最高となる時期，最高温度の絶対値が概ね

一致した。 
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3.2 応力計測結果および応力フィッティング解析結果 

応力解析については，2.3 の室内試験の結果を入力し

た他，線膨張係数，ヤング係数の低減係数は実測結果か

ら算出した値を用いた。 

線膨張係数は無応力計のひずみと温度の関係から，温

度上昇時と温度降下時でそれぞれ算出した。無応力計は

各リフトで 2 か所(下端から 500mm および 2500mm(1 リ

フト)もしくは 2000mm(2 リフト)の高さの部材中心)で計

測していたため，各リフトの平均値をとって解析に入力

した。無応力計の計測結果の一例を図- 10に示し，線膨

張係数の算出結果を表- 3 に示す。線膨張係数は自己収

縮の影響を含んでいる可能性もあるが，ひずみと温度は

直線関係を保てていたため，自己収縮の影響は小さいと

考え，求めた傾きをそのまま線膨張係数として使用した。 

ヤング係数の低減係数は文献 6）を参考に算出した。

具体的には，計測された実ひずみと無応力ひずみとの差

を拘束ひずみと定義し，区間を圧縮応力増加領域(打込み

から圧縮応力最大までの領域)，圧縮応力減少領域(圧縮

応力最大から圧縮応力 0 までの領域)，引張応力増加領域

(引張応力が 0 を超える領域)に分けた上で，各々の区間

で拘束ひずみと有効応力の関係を二次関数で近似し，そ

の微分による接線の傾きを見かけのヤング係数(クリー

プによる応力緩和を考慮したヤング係数)とした。拘束ひ

ずみと有効応力の関係の一例を図- 11に示す。この見か

けのヤング係数をその材齢におけるヤング係数で除すこ

とでクリープの影響による補正係数φを求めることがで

きる。補正係数は各区間で平均した。ヤング係数の補正

係数の算出結果を表- 4に示す。 

既往の研究 6）では，圧縮応力減少時は最高温度に達し

て圧縮応力が最大となってからの 1 日間程度の期間（材

齢 0.5～1.5 日程度）であり，2016 指針でもヤング係数の

補正係数は最高温度に達するまでの有効材齢で 0.42，最

高温度に達するまでの有効材齢+1 日（有効材齢）以降

0.65，というように切り替わるため，補正係数の絶対値

こそ異なるものの，補正係数が切り替わる時期としては

既往の研究と 2016 指針は一致していた。ただし，今回の

計測においては，部材厚が大きく内部温度が降下するの

に時間を要したため，圧縮応力減少区間は 12～18 日程度

の長期間となり，2016 指針の入力方法と大きく異なる。

また，部材厚が大きいことによる影響で，圧縮応力減少

区間で表面付近の温度降下による引張も内部に作用しな

がらの補正係数であるため 1 を超えた値になっていると

考えられる。実際に表- 4 の通りに補正係数を入力した

場合と，2016 指針の標準的な入力方法を参考に，最高温

度に達するまでの補正係数として，圧縮応力増加区間の

補正係数を，最高温度に達するまでの有効材齢+1 日（有

効材齢）以降の補正係数として，引張応力増加区間の補 

温度上昇時

y = 6.5581x ‐ 140.02
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y = 5.7309x ‐ 74.425
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図- 10 無応力計の計測結果の一例(2 リフト h=500) 

表- 3 線膨張係数の入力値 

温度上昇時 温度降下時

h500 7.31 7.27

h2500 7.19 7.92
平均 7.25 7.60

h500 6.56 5.73
h2000 5.06 5.12
平均 5.81 5.43

1リフト

2リフト

線膨張係数（μ/℃）

 

y = ‐4E+06x2 + 7432.3x + 0.0971

y = ‐3E+09x2 ‐ 891955x ‐ 66.317
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図- 11 拘束ひずみと有効応力の関係の一例（1 リフト

h=500） 

表- 4 ヤング係数の低減係数の入力値 

圧縮応力
増加区間

圧縮応力
減少区間

引張応力
増加区間

h500 0.411 2.80 0.707

h2500 0.418 0.916 0.901
平均 0.415 1.86 0.804

h500 0.426 1.78 0.804
h2000 0.136 1.47 0.813
平均 0.281 1.625 0.809

1リフト

2リフト

 
 

正係数を入力する場合を比較した結果，後者の方がより

実測値に近い解析結果となったことから，今回は後者の

入力方法を採用することとした。なお，線膨張係数と同

じく，この補正係数も各リフト 2 か所(下端から 500mm

および2500mm(1リフト)もしくは2000mm(2リフト)の高

さの部材中心)で算出できるため，その平均値をとって解

析に入力した。 

上記の設定により解析を行った結果と有効応力計に

よる実測値の比較を図- 12，図- 13 に示す。1 リフトに

ついては，中心の解析値は h=500，h=2500 とも圧縮領域

では概ね実測値を再現できている。表面については，実 
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図- 12 応力計測結果および応力フィッティング解析結

果（1 リフト） 
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図- 13 応力計測結果および応力フィッティング解析結

果（2 リフト） 

 

測値から h=500，h=2500 とも材齢 2～3 日程度でひび割

れが発生していたと推測され，その後しばらくは実測と

解析は一致していない。ただし，h=2500 の表面について

は，材齢 40 日ごろから実測も解析も圧縮が作用しはじめ

ており，圧縮領域では実測と解析が一致している。 

2 リフトについては，1 リフトと同様，中心の解析値

は h=500，h=2000 とも圧縮領域では概ね実測値を再現で

きている。表面についても 1 リフトと同様に，実測値か

ら材齢 2～3 日程度でひび割れが発生していたと推測さ

れ，その後しばらくは実測と解析は一致していない。た

だし，材齢 30 日ごろから h=500，h=2000 とも実測も解

析も圧縮が作用しはじめており，特に h=500 の表面につ

いては，圧縮領域では実測と解析が一致している。 

引張領域で中心の解析値と実測値があまり一致して

いないことについて，中心で発生する引張応力には，外

部拘束によるものと，図- 1 の要領で表面に圧縮が作用

する際の反作用として発生するものが合わさっていると

考えられ，解析では表面のひび割れを考慮していないた

め，後者の引張が作用しているが，実測では表面にひび

割れが入って表面の圧縮応力が一部解放されたため，中

心の引張が緩和されているものと考えられる。 

3.3 ひずみの計測結果 
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図- 14 ひずみの計測結果（1 リフト） 
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図- 15 ひずみの計測結果（2 リフト） 

 

北面，南面でのひずみの計測結果を図- 14，図- 15に

示す。前述の通り，北面は養生シートにより養生されて

おり，南面は標準の湿潤養生期間まで養生シートによる

養生を行い，その後，シートは撤去している。 

ひずみ計測の結果から，1 リフトは養生あり，なしの

違いは h=500 で 30μ程度，h=2500 で 70μ程度で大きな

違いはなかったが，測定位置が表面から 250mm 程度内

部であり，乾燥の影響はまだそれほど受けていないため

であると考えられる。2 リフトもひずみの差は h=2000 で

30μ程度であり，h=500 では絶対値が異なるため比較は

できないが，養生のあるなしで傾きは同程度であり，1

リフトと同様に，表面から 250mm の位置では乾燥の影

響はほとんど受けていないと考えられる。 

3.4 ひび割れ発生状況 

1，2 リフト南面の脱型直後のひび割れ発生状況を図- 

16に示す。図の通り 1 リフトでは，ひび割れは中心に下

端から縦方向に発生している①（幅 0.1mm）と，隅角部

に水平方向に発生している②～⑥（幅 0.1～0.2mm）の 2

種類に大別でき，他の 3 面も同様のひび割れが発生して

いた。前者のひび割れは，外部拘束の影響を受けている

ものと考えられ，その後の材齢 60 日程度までのひび割れ

幅追跡調査でも幅の変化はほとんどなかった。また，後

者のひび割れは内部拘束の影響を受けていると考えられ，

材齢 12 日でひび割れ幅を調査したところ，幅は 0.05mm  
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①　t=0.10mm

③　t=0.10mm

⑤　t=0.20mm

⑥　t=0.10mm

②　t=0.20mm

④　t=0.20mm

⑦　t=0.10mm

 
図- 16 ひび割れ発生状況の一例（南面） 

 

程度に減少していた。2 リフトでは外部拘束の影響を受

けていると考えられる縦方向のひび割れ(例えば⑦)が北

面以外の 3 面で確認され，そのひび割れ幅は 0.1mm 程度

であった。ただし，北面の表面の有効応力計の計測結果

から，北面でもひび割れが発生した可能性が高いと考え

られるが，北面はシートで養生しているため，脱型直後

以降はひび割れは確認できていない。 

現時点の計測結果において，実測の引張応力とその時

点でのコンクリートの引張強度の比を実測のひび割れ指

数と定義すると， h=500 の有効応力計測位置で実測ひび

割れ指数が最小となるは今回の計測最終値の時点で，そ

れぞれ 1 リフト：5.17，2 リフト 7.77 となった。このひ

び割れ指数と各リフトの鉄筋比（1 リフト 0.54％，2 リフ

ト 0.42％）を 2016 指針の予測式（式（1））に適用すると，

予測ひび割れ幅は 1 リフト，2 リフトとも 0mm（計算結

果は負の値）となり，実測のひび割れ幅より小さい結果

となった。これに関しては，実測のひび割れ指数は現時

点までの最小値であり，実際には今後外気温が低下する

につれてさらに指数は低下して最小値を更新するものと

考えられ，現時点の指数は予測式に入力するべき最小値

ではないためであると考えられる。ちなみに，3.2 での

フィッティングをした解析では，ひび割れ指数が最小と

なるのは，今回の計測範囲よりも後で，最小ひび割れ指

数は，1 リフト：1.49，2 リフト 2.08 となり，この指数で

予測ひび割れ幅を算出したところ 1 リフト：0.08mm，2

リフト：0mm（計算結果は負の値）となり，現時点の 1

リフトの実測のひび割れ幅と概ね一致していた。 

 

4. まとめ 

4.1 本論文のまとめ 

本論文では，温度ひび割れ幅の予測式の基となった既

往の研究成果で対象とした部材（壁厚 30cm および 1m）

から部材寸法が逸脱した構造物において，温度応力の実

測とその結果の考察を行った。得られた結論は以下のと

おりである。 

(1) 温度解析については，2016 指針の標準値を用い，熱

伝達率を型枠厚さや通風環境によって換算した値

を入力することで概ね再現できた。 

(2) 応力解析については，室内試験で求めた物性値と，

計測結果から求めた線膨張係数，ヤング係数の補正

係数を入力したところ，概ね実測値を再現できた。

ヤング係数の補正係数に関しては，今回のように部

材厚が大きい場合は，圧縮応力減少区間の値は使用

せず，補正係数の切り替え方法は 2016 指針を参考

とし，圧縮応力増加区間と引張応力増加区間の補正

係数を使用することで実測をよく再現できた。 

(3) 今回の計測結果から，表面にひび割れが発生した場

合は，内部拘束の反作用のため中心に発生する引張

応力が緩和されるというメカニズムが想定された。 

(4) 表面部のひずみの計測に関しては，今回計器を設置

した箇所が表面から 250mm の位置であったため，

乾燥の影響は明確には見られない結果となった。 

(5) ひび割れ幅の予測については，鉄筋比と実測のひび

割れ指数を 2016 指針の予測式に適用して求めたひ

び割れ幅は実際に発生したひび割れ幅と異なって

いたが，フィッティングした解析で最小となる指数

から算出したひび割れ幅は現時点では一部で概ね

一致していた。 

4.2 今後の課題 

現時点の実測の最小ひび割れ指数と実測のひび割れ

幅の関係は 2016 指針とは異なっているが，今後は外気温

が低下して実測の最小ひび割れ指数が変化していくと考

えられるため，今後も内部の応力の計測は継続するとと

もに，ひび割れ幅についても，亀裂変位計を追加して経

時変化を詳細に計測し季節変動による影響を確認する。 
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